Europeización de la economīa española by 楠 貞義 & Kusunoki Sadayoshi
スペイン経済の「ヨーロッパ化」 : 「自由化」プ
ロセスと貿易パターンの変化を中心に
著者 楠 貞義
雑誌名 關西大學經済論集
巻 45
号 6
ページ 677-707
発行年 1996-03-10
その他のタイトル Europeizacion de la economia espanola
URL http://hdl.handle.net/10112/14015
677 
論文
スペイン経済の「ヨーロッパ化」
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はじめに
本稿では「遅れた政治と経済」の国スペインの「ヨーロッパ化」について考
察する。スペイン経済が「ヨーロッパ化」の実を最も挙げたのは，図 1から明
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らかなように「一味違ったスペイン」 Espanaes diferente ! なる観光キャンペ
ーンが違和感なく受け入れられていたフランコ時代後半 (1959~75年）だった。
この時期に経済の「ヨーロッパ化」を推し進める契機になるのは 1節で見ると
おり， 1959年から実施された「安定化計画」と， 1970年に発効したEC・スペ
イン「自由貿易協定」であった。これらを契機にスペインの貿易は大幅に「自
由化」され，経済成長に拍車がかかった。その結果「奇跡の高度成長」が達成
され，奇しくもフランコが亡くなる1975年にスペインの一人当たり所得水準は，
ヨーロッパ・レベルに最も近づいたのである（図 1)。
フランコ没後のスペインは，政治体制の変革＝「民主化」と石油ショックに
端を発する「経済危機の克服」を迫られることになった。いずれの難題もその
対応を誤れば国の存立を危うくする「二重危機」の時代を迎えたのである。そ
うした危機的状況からスペインを救出したのは， 1977年の「モンクロア協約」
であった。翌78年に民主憲法をもたらした協約は，同時にスペイン経済の「自
由化」を推進してその退潮に歯止めをかけた。そして，念願のEC加盟（「ヨー
ロッパ化」の目に見える確かな成果）は1986年に達成される。 1975年秋のフラ
ンコ没後からEC加盟条約調印 (85年夏）にいたる長く辛い期間に，スペイン
の政治的「ヨーロッパ化」と「経済調整」が進展するのであるが，このテーマ
には触れずにおこう（詳しくは拙著『スペインの現代経済』勁草書房， 3章を
参照されたい）。
1959年から85年までの四半世紀の間に，スペインは経済的・政治的「ヨーロ
ッパ化」を事実上終えていたわけである。しかしスペインが接近・収飲の目標
としてきた「ヨーロッパ」も， 1958年の欧州経済共同体EEC設立に始まり， 93
年のEC「単一市場」完成と「マーストリヒト条約」発効 (EU発足）でひと
つのピークを迎える「ヨーロッパ統合」の途を歩み続けていた。 80年代後半に
急速に進展した「ヨーロッパ統合」に向けて，スペインが如何に接近・収飲を
図ってきたか（経済・政治に次ぐ「第三のヨーロッパ化」）も重要な検討課題で
あるが，その問題については本『論集』 45巻 5号で検討した。そこで本稿では，
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スペイン経済の「ヨーロッパ化」 (1節）につづいて，加盟後より緊密になった
EC諸国との間で「貿易パターン」が如何に変化したか，またおもにEC諸国
から押し寄せた「外国資本」がスペインの生産構造と貿易パターンに如何なる
影響を及ぼしたか，という点を考察しよう (2節）。
1 スペイン経済の「ヨーロッパ化」
皮肉にもフランコ体制下で，スペイン経済の「ヨーロッパ化」を可能にした
要因として，何よりもまず挙げねばならないのは， 1959年から実施された「安
定化計画」である。この計画の実施は，第二次大戦で辛うじて中立を守ったが
故に戦後も政治生命を保つことができたフランコ将軍が，「反動的独裁」の政治
色を薄めて「権威主義」に転じた時点と符合している。そして同「計画」によ
り経済運営面でも，従前の「アウタルキー・統制経済」から一転して，二重の
経済自由化つまり①対外自由化＝経済開放政策と，②対内自由化＝市場経済シ
ステムの採用がすすめられた1)。スペイン経済にとって文字どおり 180度の政策
転換がなされたのである。
図1 スペインの 1人当たり所得水準の推移 (EC平均=100)
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出所： Fuentes Quintana "Tres decenios largos de la economfa espai'iola en per-
spectiva" en Eゅaia,econonzfa dirigido por J. L. Garcfa Delgado, Espasa Calpe, p.5 
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国民経済が成長率を高めるには，もちろん政策転換だけで事足りるわけでは
ない。 1930年代半ばの不幸な「内戦」に端を発し，戦後も国連の「非難・排斥
決議」 (1946年）によって強いられた「自給自足・苦難の時代」に，スペイン国
民は半飢餓状態を体験している。ちなみに内戦直後 (1940年）の推定一人当た
り所得水準は，豊かとは決していえない内戦前の1935年に比べて，実質で26%
も低下していた。その後これが35年水準に回復するのは，戦争勃発から18年目
の1953年のことだった。こうした事実に根ざす「経済発展願望」が，政策転換
のほかに，まず指摘されねばならない。
さらに「黄金の60年代」と呼ばれた経済発展に好都合な世界情勢にも恵まれ
て，スペインに不足する新しい技術や資本なども外国から潤沢に供給された，
等々 2)。その結果， 1960年段階でEC平均の58.3%にすぎなかった一人当たり所
得水準は，「軌跡の高度成長」が実を結んだ1975年には，史上最高の79.2%を記
録したのである（図 1)。
1-1「安定化計画」と「貿易自由化」
広義のアウタルキー時代 (1939~59年）”末期のスペインは，対外的には事実
上の支払い不能に，また対内的には激しいインフレに陥っていた。そうした状
況下で最後の選択肢として採用されることになった「安定化計画」は，当面の
目標として次の4項目を掲げていた。
イ） 1892年の「カノバス高関税」以来の伝統をもつ保護主義を廃して外国貿易
を自由化するだけでなく，外国からの投資にも門戸開放すること。
ロ）国際取引を容易にするために，ペセタの交換性を回復すること。
ハ） 1917年以来の「中央銀行引受国債」の発行禁止によって，アウタルキー時
代の主たるインフレ要因を根絶し，物価面で国内均衡を達成すること。
二）「統制経済」あるいは「経済介入」をやめて，国内経済活動の自由化と価格
メカニズムの導入を図ること。
以下では，イ）を中心に考察しよう。
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1-la スペインの「管理貿易制度」
アウタルキー時代からスペインは，国内産業を大なり小なり保護するために
次のような「管理貿易制度」を敷いていた。
1)国家貿易：これは最も制限がきつく，ある特定の公的機関が貿易に直接携
わるものである。このタイプの貿易は基本的に，国家が独占販売している商
品や公的介入のもとで取引される農産物の輸入に適用されてきた。
2)双務（バーター）貿易：国家貿易に次いで制限がきつく，輸入はそれに見
合う輸出額と輸出先による制約を受ける。この種の貿易はおもに，外貨の遣
り繰りを容易にするために，相手国通貨が交換性を欠く場合に適用された。
3)包括（総量規制）貿易：これは当初，特定の商品が最終的に自由化される
までの期間，暫定的に適用される制度と見なされていた。この制度の下では
輸入数量制限や輸入割当がおこなわれるが，しかし輸入相手国による差別は
まったく行われない。
4) 自由貿易：これはもちろん，数量・価額・輸入先にかんする何らの制限も
受けない（表1は，各タイプの輸入比率の推移を示している）。
以上の (1)~(3)以外にも，貿易を阻害する要因として，もちろん関税が存
在する。
1-lb 「60年関税」と「自由化高揚期」
スペインは伝統的に高関税を採用してきた。そのひとつに，「安定化計画」に
よって廃止された「カンボー関税」 (1922年採用）がある。時の政治家の名を冠
したこの関税は，一部の商品について100%という高関税を設定していた。カン
ボー関税廃止後，若干の準備作業を経て「1960年関税」が実施された。カンボ
ー関税の廃止=60年関税の導入に並行して，上記 (1)~(3)の管理貿易制度
も段階的に撤廃された。その結果「60年関税」は，貿易政策における主役の座
を「管理貿易」から奪い返すことになった。この「60年関税」の評価すべき点
としては，「ブリュッセル標準商品分類」の採用による国際比較の容易化と貿易
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表 1 スペインの関税と管理貿易制度（輸入に占める比率％）
年 関税率 自由貿易 包括貿易 双務貿易 国家貿易 その他
1960・・ ・・・・ 16.5 40.0 20.0 20.0 19.0 1.0 
1961・・・・・・・・・・・・ 14.4 45.0 18.0 18.0 17.0 2.0 
1962・ ・・・・・・・・・・・ 13.3 55.0 15.0 15.0 15.0 3.0 
1963・・・・・・・・・・・・ 12.6 59.5 12.4 1. 9 10. 7 5.5 
1964・・・・・・・・・・・・ 13.2 63.5 12.5 6.6 12.1 5.2 
1965・・・・・・・・・・・・ 9.8 67.3 11.9 7.1 2.1 11.6 
196・ ・・・・・ 11.2 71.2 8.3 7.6 2.0 10.9 
1967・・・・・・・・・・・・ 11.6 76.8 6.8 6.8 1.9 7.7 
1968・・・・・・・・・・・・ 10.5 75.9 5.7 8.1 1.2 9.0 
1969・・・・・・・・・・・・ 9.6 77.4 5.8 7.5 1.4 7.9 
1970・ ・・・・・ 9.5 76.2 5.5 6.7 1.1 10.5 
1971・・・・・・・・・・・・ 9.1 75.7 7.5 5.1 1.1 10. 7 
1972・・・・・・・・・・・・ 9.2 74.2 7.8 5.4 1.1 11.5 
1973・ ・・・・・・・・・・・ 8.6 80.4 4.9 4.9 0.7 9.1 
1974・・・・・・・・・・・・ 6.8 85.2 2.9 3.9 1.1 6.8 
1975・・・・・・・・・・・・ 7.3 79.6 6.7 5.1 0.7 7.8 
1976・・・・・・・・・・・・ 8.2 78.6 7.1 5.0 0.8 8.5 
1977・・・・・・・・・・・・ 8.0 78.3 6.9 6.6 0.3 7.9 
1978・・・・・・・・・・・・ 8.1 80.0 7.1 5.1 0.4 7.4 
1979・・・・・・・・・・・・ 7.9 79.4 5.1 6.6 1.1 7.8 
1980・・・・・・・・・・・・ 6.1 91.0 1.4 3.4 0.3 3.9 
1981・・・・・・・・・・・・ 5.0 88.8 2.2 5.2 0.5 6.3 
1982・・ ・・・・ 5.4 87.0 1.0 5.0 0.7 8.3 
1983・・・・・・・・・・・・ 5.5 86.0 1.0 5.0 1.1 8.9 
出所： Alonso(1993a),p.389 Cuadro 1より抜粋
取引などの活性化が挙げられる。さらに従量税に代えて「従価税」を基本に据
えたために関税体系がすっきりした点も指摘される。だがその反面で「60年関
税」の欠陥として，当初から①過度な保護水準と②大きな税率のバラツキが，
また時の経過につれて③複雑化した課税基準と④場当たり主義が批判されてい
る4)。その時々の必要に応じて関税率が「場当たり」的に修正されたわけである。
フランコ時代の「ギルド的・翼賛的」資本主義のもとで「利益集団」ギルド
を形成しているグループからの要求（内圧）により，関税率が手直しされる場
合もあれば，「外圧」により関税が引き下げられる場合もあった。最初の「外圧」
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は1959年に生じた。「新しい経済政策〔安定化計画〕は，対外債務危機への対応
策として IMFとOEECに金融支援を申請したことを契機に，その骨格が形成
されていった。これらの国際機関はスペインヘの金融支援に際して，ィンフレ，
国際収支赤字などの経済不均衡の是正と経済の自由化を主眼とする経済政策の
採用をコイディショナリティーとして要求した」5)からである。その要求のひと
つに，輸入の自由化・関税の引下げ・ペセタの安定などがあった。この最初の
「自由化高揚期 I」(1959年から66年まで）のほかに，次のような高揚期が指摘
されている6)。
「自由化高揚期I」=1970年から75年まで
「自由化高揚期II」=1977年から80年まで
「自由化高揚期IV」=1986年から92年まで
若干，補足しておこう。
「自由化高揚期I」は， 1966年で終わりを告げる。その理由は，簡単である。
フランコ体制を支えたのは，イ）軍部や，口）カトリック教会といった政治的
社会的勢力を別にすれば，ハ）大土地所有者と，二）少数の金融・産業プルジ
ョアジーであった。当時のスペインの経済発展段階を想起すれば容易に納得で
きるが，これらの経済的勢力は心底からの「自由主義」—政治的リベラリズ
ムはもとより経済的自由競争の~ 折あるごとに「保護
主義」風を吹かせた結果，ついに1960年代半ばには，「外圧」でもって始まった
「自由化」の気運は萎えてしまったのである”。
「自由化高揚期I」は， 1-2で採り上げる「自由貿易協定」によって（やはり「外
圧」主導で）始まり，フランコの死去によって終わる。 1970年代半ばにスペイ
ンは，石油ショックによる経済危機とフランコ体制の崩壊による政治危機（ニ
重危機）に襲われる。 2度目の自由化高揚ムードは，この二重危機によって吹
き消された。
「自由化高揚期II」の始まりは，フランコ没後のスペインにとって画期的な「モ
ンクロア協約」の成立と符合している。この協約は，二重危機からの脱出を目
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指して，イデオロギーを異にするすべての政党が歩み寄った成果にほかならな
い。国民的コンセンサスである協約の趣旨に沿って， 1978年末には待望の民主
憲法が制定された。また，協約に盛り込まれた経済政策が奏効して，国際収支
面でも好ましい結果が得られた。 1977年に2029億ペセタにのぼった経常収支赤
字は，翌78年には一転して1242億ペセタの黒字になったのである。
この時期の自由化を後押しした要因としては，このような国際収支要因のほ
かに，いずれも1979年に合意をみたガット東京ラウンド（一括関税引下げ）と，
欧州自由貿易連合EFTAとの関税引下げ協定を挙げねばならない。ここでも
「外圧」が大いに作用したと言わねばならない。
1986年のEC加盟でもって始まった「自由化高揚期IV」は， 80年代中頃にや
っと始動した「経済回復」の終焉とともに終わる。新規に加盟したECの貿易
規準を採用することになったスペインは，この時期に史上最大の自由化プロセ
スを経験する。具体的には，イ）国内産業を保護する一連の介入措置が撤廃さ
れて「貿易自由化」が推進され，口）国境における租税調整システム（隠れた
輸入阻止・輸出促進の制度）が廃止されて，より中立的で（バイアスのない）
かつ明朗な租税である「付加価値税」が導入され，ハ） 1992年末までにEC域
内についてはゼロ（域外には共通関税のレベル）まで，段階的「関税引下げ」
が実施されることになった。
1-lc 「国境における租税調整システム」
さて話題を戻して，管理貿易制度や関税のほかにも，輸入を阻止して国内産
業を保護する手段が存在する。「国境における租税調整システム」である。スペ
インの場合，この制度は「国内取引税を相殺するための課徴金」（通称「国内相
殺税」）として1964年に設定された。この不透明な制度によって確保された保護
効果は「時期や部門や製品によってバラッキはあるが，総効果のうち20~40%
を占めていた」8)と推定されている。なお，この国内相殺税は輸入を阻止するた
めの手段であるのに対して，輸出を促進するために「国内間接税払戻」制度も
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敷かれている（ついでに言えば，同じ目的のために輸出信用供与や輸出信用保
証，さらに加工貿易奨励システムなど手のこんだ措置9)が採られてきた）。
1-2 「自由貿易協定」とスペイン経済の「ヨーロッパ化」
フランコ時代の1962年にスペインは，臆面もなく EEC加盟申請をおこなっ
ているが「豊かで民主的な国」が加盟の前提条件である（ビルケルバッハ・ド
クトリン）以上，この申請は受理すらされなかった。 2年後の1964年にスペイ
ンは再申請した。今度は受理されたものの交渉は，ビジネス面＝通商協定にか
ぎられた（加盟を前提した正式交渉は，フランコ没後に実施された41年ぶりの
自由選挙〔1977年〕を見届けた後のことだった）。関税同盟（域内関税の撤廃と
域外共通関税の設定）の完成途上にある EECと高度成長の軌道に乗ったスペ
インとの粘り強い折衝は， 1970年に「自由貿易協定」として実を結んだ。
スペインと ECとの「繋がり」を考察する場合，この協定は画期的な意味を
もっている。というのも本協定によって初めて，両者の「関係」が正式な舞台
にのぼせられたからである。この協定が志向した「自由貿易圏」（域内関税の撤
廃のみ）を皮切りにスペインは，ョーロッパとの統合度を＿「関税同盟」「単
―市場」「通貨統合」そして「経済通貨同盟」と段階をおって一一一深めてゆくこ
とになろう 10)0
この協定はしばしば「特恵関税協定」と呼ばれているが，正式には「自由貿
易協定」であり， ECとスペインの間に関税障壁のない「自由貿易圏」の形成
が意図されたのである。だが実質的には，後発国スペインを関税面で「特恵待
遇」するものであった。具体的には，スペインからECへの輸出については，
工業製品を中心にした幅広い分野で「協定」締結後の 3年間 (1973年まで）に
60%に達する関税引下げが実施された。逆にECからスペインヘの輸出につい
て，同じ60%の関税引下げが実施されたのは，締結後6年間 (1976年まで）で
約4割の工業製品（リストA)にすぎず，残る約6割（リスト B・C)につい
ては25%の引下げにとどまったのである11)0
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ともあれ，この「自由貿易協定」を契機にスペインは「自由化高揚期の I」
を経験した（表1参照）。この自由化の進展は，同時にまた「スペイン経済のヨ
ーロッパ化」を進捗させた。その結果，ョーロッパにたいする「貿易面での統
合が，制度上の統合に先行した」12)という状況があらわれる。別言すれば，スペ
インの形式的な「EC加盟」に先行して，実質的な「EC経済への組み込み」
が行われていたのである。つぎにこの点を，データを用いて検証したい。
l-2a スペインの貿易（基本データ）
検証に先立って，スペインの貿易に関する基礎的な事実をJ.A.Alonso(l993 
a)論文に拠って概観しておこう。
スペインの輸出は1961年にやっと 7億ドルを超える程度だったが， 1991年に
は600億ドルに迫るまでになった。この時期，世界貿易は年率で6.1%伸びたの
に対して，スペインの輸出はほぼ倍の11%の伸びを記録したことになる。その
結果スペインの輸出が世界市場に占めるシェアは， 1961年の0.57%から1991年
には1.67%に高まった。
スペイン製品が世界市場に進出していったのに並行して，外国製品もスペイ
ンに浸透した。スペイン経済の開放度が， 4度にわたる「自由化高揚期」を経
て高まるにつれ，「貿易依存度」（輸出入総額/GDP)は1964年の16%から1991
年には29%に上昇した（ピークは1984年の33%)。
スペイン経済の持病のひとつに「貿易赤字」がある。必要な輸入を輸出で賄
いきれないのである。この「輸出カバー率」（輸出／輸入）も， 1964年の42%か
ら―1970年代のエネルギー危機や80年代後半の内需プームによる落ち込みを
経て一1992年には63.7%に向上した（ピークはやはり1984年の81%)。
ところでスペインの輸入は，基本的に自国の所得水準に依存しており，価格
変化には大して左右されないことが確認されている。つまり輸入需要の所得弾
力性は，たいていの場合1より大きいのに対して，価格弾力性は 1より小さい
のである。こうした動向は，輸入財の性質によって説明できる。つい最近まで
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スペインでは，国内生産を補完するモノ~ 石油を筆頭とする原燃料
ゃ，新技術を体化した中間財・プラント類など一を中心に輸入がおこなわれ，
国内生産と輸入の代替性は低かった。したがって輸入は，国内生産に並行した
動きを示し，価格変化の影響をあまり受けなかったのである。敷術しよう。
国内の生産活動が過熱して，輸入超過がある限度をこえると，国際収支面で
「赤信号」がともる。つまり外貨準備が底をつき，国内生産と補完的な輸入財
の入手が困難になり「経済成長」は終息する。数年間の低成長を経て外貨準備
が整った段階で，再び「経済成長」路線に「青信号」がともる。これは，スペ
インがこれまで何度も採用を余儀なくされた「ストップ・アンド・ゴー」政策
にほかならない。外貨準備の増減で判断すると，赤信号は①1965~67年，②1969 
年，③1974~76年，④1980~82年，⑤1985年そして⑥1992年に一一準備増のペ
ースが急落した1988年も「黄信号」が一一灯ったと言えよう。はっきり青信号
が点灯したのは①1970~72年（自由貿易協定の発効），②1977~78年（モンクロ
ア協約の奏効），③1984年（世界貿易の回復），④1987~91年（対スペイン外国
投資ブーム）に認められる。
しかし近年，スペインの工業化プロセスが成熟したことや，とくにEC加盟
を契機に強力に貿易自由化が推進されたことにより，国産品と輸入品の代替性
は高まりつつある。別言すれば，スペインとECの産業構造が近似化した結果，
「産業内貿易」を展開する部門が増えている。詳細は，後に述べよう。
他方，スペインの輸出を上述のように急増させた要因としては，まず第一に
「黄金の60年代」 (1960年から73年）に世界貿易が約4倍になった点を挙げねば
ならない。もちろん，世界市場に占めるスペイン製品のシェアーを高めるうえ
で，つぎのような要因も重要な役割を果たしてきた。①1959年に始まり—高
揚と停滞を伴いながら一一現在に至る「貿易自由化」の影響，②工業化や技術
変化の進展とともに生起してきた，比較優位と貿易パターンのシフト，そして
③スペイン経済に新たな比較優位と競争力とを移植してきた外国資本の存在。
こうした輸出入の決定要因を念頭におきながら，「自由貿易協定」を契機にヨー
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ロッパ経済との緊密度を増したスペインが，どのような貿易パターンの変容を
経験したか，という点をつぎに考察してみよう。
l-2b 貿易パターンの変化 (1970~85年）
1970年代以降のスペインの貿易パターンの推移を，対EC域内および域外に
ついて綿密に分析した論文を，われわれは幸いにも利用できる。膨大な資料を
25部門に統合した産業連関表によって，良永康平氏が「スペイン経済のEC域
内化」を分析した論文（本『論集』 44巻4号）がそれである。サービスを含ん
だ輸出入全体に占める各産業（部門）の構成比を計測した，同論文の表3 〔文
末に付表1として掲載〕に依拠しながら，スペインのEC域内外への輸出入を，
1975年・ 1985年・ 1989年の時点で上位6部門（品目）だけ採り上げて，一覧表
にしたのが表2である。以下，この表から読み取れるポイントで重要と思われ
る論点をいくつか指摘したい。
*EC域内との輸出入について
スペインは1975年の段階で，すでに触れたように，高度成長を終えていた。
にもかかわらず貿易パターンは，まだ「後発国」の尻尾を引きずっている。農
林水産業が輸出全体の18.6%も占めており，繊維・衣料・皮革と食料品・飲料
も，合計すると18.2%に達していた。観光国スペイン13)らしいのは，海上・航空
輸送業が第3位で9.1%を占めている点である。高度成長プロセスを経て産業構
造が重化学工業化していたことは，その後躍進することになる輸送機械と鉄
鋼・非鉄金属が，第5位と 6位に位置している点から了解できる。要するにス
ペインはこの時期，いわゆる「中進国」段階にあったのだが，それは以上の輸
出側だけでなく，輸入側でも確かめられる。輸入の上位6品目はほとんどすべ
て重化学工業製品で占められているからである。
しかしその後10年の間に，スペインはこうした「中進国」段階を卒業する。
1985年段階の貿易パターンと75年段階のそれを比較すれば，この期間にスペイ
ンは「EC(先進国）レベル」に急接近したことが分かる。輸出側では，農林
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表 2 スペインのEC域内外との輸出入（上位6品目）
スペインのEC域内への輸出（上位6品目）
1975年 1985年 1989年
1)農林水産業 (18.6%) 1)輸送機械 (17.4%) 1)輸送機械 (23.0%) 
2)繊維・衣料・皮革 (9.9%) 2)エネルギー産業 (10.4%) 2)農林水産業 (9.1%) 
3)海上・航空輸送業 (9.1%) 3)農林水産業 (7.8%) 3)化学製品 (6.5%) 
4)食料品・飲料 (8.3%) 4)繊維・衣料・皮革 (7.3%) 4)鉄網・非鉄金属 (5.9%) 
5)輸送機械 (7.1%) 5)化学製品 (6.8%) 5)繊維・衣料・皮革 (5.6%) 
6)鉄鋼・非鉄金属 (5.5%) 6)食料品・飲料 (5.9%) 6)食料品・飲料 (5.3%) 
スペインのEC域内からの輸入（上位6品目）
1)一般機械 (20.7%) 1)化学製品 (15.3%) 1)輸送機械 (19.1%) 
2)化学製品 (18.0%) 2)輸送機械 (12.8%) 2)一般機械 (13.3%) 
3)鉄鋼・非鉄金属 (10.9%) 3)一般機械 (12.5%) 3)化学製品 (11.9%) 
4)電気機械 (9.2%) 4)鉄鋼・非鉄金属 (9.6%) 4)電気機械 (8.7%) 
5)輸送機械 (5.8%) 5)事務・情報機器 (7.8%) 5)鉄鋼・非鉄金属 (7.0%) 
6)事務・情報機器 (5.1%) 6)電気機械 (7.3%) 6)食料品・飲料 (6.1%) 
スペインのEC域外への輸出（上位6品目）
1975年 1985年 1989年
1)海上・航空輸送業 (12.0%) 1)鉄鋼・非鉄金属 (14.4%) 1)海上・航空輸送業 (10.5%) 
2)輸送機械 (11.4%) 2)食料品・飲料 (9.0%) 2)化学製品 (8.6%) 
3)繊維・衣料・皮革 (10.2%) 3)化学製品 (8.5%) 3)食料品・飲料 (8.5%) 
4)一般機械 (7.7%) 4)繊維・衣料・皮革 (7.9%) 4)輸送機械 (8.2%) 
4)食料品・飲料 (7.7%) 5)海上・航空輸送業 (7.8%) 5)鉄鋼・非鉄金属 (7.7%) 
6)鉄鋼・非鉄金属 (7.4%) 6)エネルギー産業 (7.7%) 6)繊維・衣料・皮革 (6.9%) 
スペインのEC域外からの輸入（上位6品目）
1)エネルギー産業 (34.2%) 1)エネルギー産業 (47.1%) 1)エネルギー産業 (22.6%) 
2)農林水産業 (14_ 7%) 2)農林水産業 (9.0%) 2)電気機械 (8.7%) 
3)食料品・飲料 (7.8%) 3)化学製品 (5.0%) 3)輸送機械 (8.5%) 
4)鉄鋼・非鉄金属 (7.3%) 3)食料品・飲料 (5.0%) 4)事務・情報機器 (7.8%) 
5)一般機械 (6.3%) 5)事務・情報機器 (4.6%) 5)食料品・飲料 (7.5%) 
6)化学製品 (5.0%) 6)鉄鋼・非鉄金属 (4.4%) 6)一般機械 (6.6%) 
水産業，繊維・衣料・皮革，食料品・飲料といった一次産品や軽工業品が輸出
ウェートを，合計で36.8%から21.0%に下げた。代わって輸送機械が10ポイン
卜余りウェートを高めて17.4%も占め， トップにのしあがった。さらに注目す
べきは，化学製品の存在である。 1975年には主要な輸入品であったこの製品が，
この時点で重要な輸出品に転化している。同時に化学製品は，この時期の輸入
側でトップの位置を占めている。つまり同製品は，スペインとECの間で相互
に輸出しあう「産業内貿易」の中核を構成することになった。産業内貿易とい
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う点では輸送機械も，すでに1975年段階でそれに該当し，しかも1989年段階で
は輸出入ともにトップの位置にある（鉄鋼・非鉄金属も重要な産業内貿易品目
である。なお， 85年の輸出は 8位で5.4%)。この「産業内貿易」については，
後ほど考察しよう。
1985年の輸入側でまず目につくのは，この年の上位6品目が1975年のそれと
まったく同じ顔ぶれだという点である。この10年間， ECからの主要輸入品目
には変更がなかったのである。そのことから次のような解釈を引き出すのはゆ
きすぎだろうか。スペインの輸入代替産業（もちろん表2の背後に隠れている）
では一ー1次産品や軽工業品の後退と，輸送機械や化学製品の躍進とを記録し
た輸出産業とは異なり―すでに1975年段階から， EC(先進国）に積極的に
進出できなくとも拮抗できる程度の競争力が備わっていた，と。
ともあれ，これら 6品目のうち，上記の化学製品とともに輸送機械と事務・
情報機器は輸入ランキングを上げている。その反面，一般機械，鉄鋼・非鉄金
属電気機械はランキングを下げた。後者のグループは概して「規模の経済」
（スケール・メリット）依存型の産業であり，スペインはこの種の部門で比較
劣位を弱めた（輸入拮抗力を高めた）と見なすことができる。対照的に，事務・
情報機器に代表される「先端技術集約」型の産業では比較劣位がより強まり，
この一品目だけでも輸入ウェートは2.7ポイント高まっている。
*EC域外との輸出入について
つぎに， EC域外との貿易に目を転じ，いくつかの特徴を拾いあげよう。
イ） 1975年段階で輸出トップの海上・航空輸送業は， 85年も高い (1989年には
再びトップの）位置を占めている。これは，スペインにおける観光産業の既述
の重要性（注13)を裏付けている。
ロ） 1975年段階で一般機械は， EC域外には輸出入されているが，対域内では
輸入項目のトップに挙がっている。その背後に「中進国」スペインが存在する。
つまりこの時期，スペイン製の一般機械は，先進国では輸出競争力を持たない
が，同国の重要な貿易相手の中南米などでは充分に競争力を発揮できたものと
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考えられる。
ハ）同じような「中進国」の特徴は，農林水産業について（口）とは逆方向に
読み取れる。スペインにとって一次産品は一貫して，域内への主要輸出品であ
るが，域外からは輸入され続けている (1989年のランキングは 7位で6.5%)。
二）エネルギー産業は，非産油国スペインのつねに最重要輸入品である。輸入
先は， EC域内に目ぽしい産油国がない以上，域外に頼らざるをえない。だが
そのウェートは，原油価格の変動や省エネを反映しておおむね低下傾向にある。
ホ）なお， 1975年から85年にかけてスペインが「中進国」段階を通過したと判
断できる材料は，このEC域外貿易でも一域内とは異なり，対象領域が均質
性に欠けるために一やや不鮮明だが確認できる。というのも，輸入側では，
エネルギー産業と農林水産業（つまり原燃料）が， 1975年から85年にかけて50
％前後のウェートを占めており，顕著な変化は検出できないとはいえ，化学製
品が域内貿易で示したのとまったく同じ動きをした点に，まず注目されたい。
同製品は1975年当時，ネットで輸入されていた（構成比でみても輸入5.0%に対
して輸出は4.9%)が， 10年後には主要輸出品となり，しかも相互に輸出入され
る「産業内貿易」を構成するに至った。また，鉄鋼・非鉄金属も，輸出のウェ
ートを 7ポイントも上げてトップに躍進し，同時に輸入のウェートを 3ポイン
ト近くも低下させた。これら「重化学工業」を代表する鉄鋼・非鉄金属と化学
製品の輸出は， 1975年段階の両者合わせて12.3%から， 85年には10ポイント余
りもウェートを高め， 22.9%を記録しているのである。
2 「EC加盟」と貿易パターンの変化 (1985,..._,89年）
スペインがEC加盟を果たした後，貿易パターンはどのように変化したか？
やはり良永論文に依拠しながら検討してみよう。
2-la「貿易創出」効果 (EC域内との輸出入について）
1985年と1989年の域内輸出について，表2は興味ぶかい事実を示している。
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特異な事情14)で1985年に「異常値」を記録したエネルギー産業を除けば，この
1985年と1989年の域内輸出には，品目もランキングもほとんど変化がないので
ある。わずかな異動は， 85年段階で8位 (5.4%)にあった鉄鋼・非鉄金属が4
位(5.9%)に躍進し，化学製品もわずかにランキングを上げた代わりに，繊維・
衣料・皮革がランキングを下げた点に認められる。ただし，輸送機械の輸出ウ
ェートは17.4%から23.0%に高まっている。これらの点は，すぐ後で述べる「貿
易創出」効果に関連すると思われ，注目に値する。
同じ時期の域内輸入についても，品目の異動はほとんどない。 1989年に 7位
(5.3%)に転落した事務・情報機器と， 1985年の9位 (4.5%)から浮上した
食料品・飲料が入れ替わっただけである。ランキングにもわずかな異動はある
—輸送機械，一般機械，電気機械が，合計で32.6%から41.1% にウェートを
高め，化学製品，鉄鋼・非鉄金属，事務・情報機器は，合計で32.7%から24.2
-%ヘウェートを下げた一ーが，そこから何らかの意味を引き出すのは難しい。
すでに確認した点だが，スペインは「関税同盟」たるECに加盟する以前に
「中進国」段階を卒業していた。それゆえ，上述のように加盟後も輸出入品目
にほとんど変化がない。換言すれば，ョーロッパにたいする「貿易面での統合
が，制度上の統合に先行した」のである。つまり EC加盟 (1986年）時点では
既加盟国はもちろん，新参のスペインの工業化もほぼ成熟していた。そうした
国々の間で「関税同盟」が結ばれ，とりわけ工業製品について域内関税が段階
的に撤廃されたわけである。そこから予期されるのは工業製品にかんする「貿
易創出」効果である。しかし，工業製品全般にこの効果が現れたわけではない。
スペイン側からみた貿易創出効果は， a)6ポイント近く輸出ウェートを高めた
輸送機械と，いずれも輸出ランキングを高めた b)化学製品や， c)鉄鋼・非鉄金
属に認められると推論できるだろう。既加盟国 (EC)側にも，理論上は貿易
創出効果を期待できるが，それを表2でもって裏付けるのは困難である。
そこで，貿易創出効果をより詳しくスペイン側とEC側で観察するために，
良永論文の「EC域内外との輸出入率」（文末の付表2)を援用しよう。
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このデータから，イ） 1989年段階でスペインの対EC「域内輸出率」（輸出／
国内生産額）が10%を超える品目を拾いあげ，口） 1985年から89年にかけての
伸び率が高い順に並べると，つぎのようになる。
①鉄鋼・非鉄金属 68.2% ⑤化学製品 28.4% 
②電気機械 46.1% ⑥一般機械 22.0% グループS;：声~;〗~=~:三ぺ五竺ご；•力；：口ぞ巴：:-'. ③ゴム・プラスチィック35.1% ⑦繊維・衣料・皮革3.8%
衣料・皮革〕について検出できる，と結論されるだろう。この結論は，域内輸
出率を高めたこれらすべての産業で，同時に域外輸出率が大なり小なり低下し
ている事実によって補強されるものと思われる（付表2参照）。
同じデータから，イ） 1989年段階でスペインの対EC「域内輸入率」（輸入／
総供給）が10%を超える品目を拾いあげ，口） 1985年から89年にかけて伸び率
が高かった順に列挙すると，つぎのようになる。
①製紙・紙製品 231.3% 
②ゴム・プラスチィック159.2%
③輸送機械 55.6% 
④鉄鋼・非鉄金属 44.8% 
⑤電気機械 44.1% 
⑥一般機械 32.3% グループE
認学製品 29.8%]
この結果は，あくまでもスペインの輸入側からみて重要な品目をピックアップ
したものである。しかしそこに挙がっているのは， EC加盟後に急増した「ス
ペインのECからの輸入」つまり「ECのスペインヘの輸出」にほかならない。
EC加盟後，域内関税の段階的撤廃ー一その程度は，すぐ後で説明するように
スペイン側で大きかった一に応じて，スペインからECへ輸出が増加したが，
それを上回るペースでECからスペインヘの輸出も急増した。互いに関税障壁
を取り払った以上，当然のことながら双方向に「貿易創出」効果が生じたので
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ある。しかも，増加した「中身」まで 上記のグループSに含まれる繊維・
衣料・皮革とグループE の製紙・紙製品を除けば—まったく同じである。
これは何を意味するのか？ 最も重要な「中身」を構成する「輸送機械」を
例にとって説明しよう。
2-lb 産業内貿易の展開
輸送機械は現代の基幹産業であり，それを代表する「自動車」については特
に「製品差別化」が進んでいる。周知のようにスペインは低・中級車の生産に
特化し， EC側は高・中級車に特化している。要するに「棲み分け」が行われ
ており「産業内貿易」が展開されているのである。輸送機械 (1989年のスペイ
ン生産額構成比3.8%)によく似た現象は，程度の差はあっても化学製品（同2.8
％）鉄鋼・非鉄金属（同2.8%)電気機械（同1.8%)一般機械（同1.4%)ゴム・
プラスチィック（同1.2%)15)についても言えるだろう。そして，グループSとE
の「中身」がほとんど同じであるのは，スペインとECの産業構造がほぼ同一
（スペイン経済の「ヨーロッパ化」）を反映するものと理解できる。
さらに， EC加盟後に産業内貿易が急増したこれらのグループSとEを比べ
てみると，急増の程度（伸び率）は，前者Sよりも後者Eのほうが大きかった
と結論できる。その理由は，次のように簡単に説明できる。
すでに言及した1970年の「自由貿易協定」によって，スペインは関税面で実
質的な「特恵待遇」を享けていた。関税障壁はスペイン側でより高く， EC側
ではより低く設定されたのである。その結果， 1986年段階でECに対する名目
関税率はまだ平均で14%もあった。なお，一般にどの国も自国の産業とくに製
造業を保護するために，原材料・中間財段階から完成品に近づくにつれて名目
関税率を高めている。そうしたタリフ・エスカレーションを考慮に入れたうえ
で実質的な保護効果つまり実効保護率を計測すると，スペインのそれは当時の
EC平均の約3倍に相当する24.7%に達した 16)。これを，1992年末までの過渡期
にゼロ（実効保護率については5%程度）にする必要に迫られたのである。別
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言すれば，より大幅な関税障壁の撤廃を余儀なくされたスペインに向けて， E
Cからより急激かつ大量に「貿易創出」効果が発揮されたわけである。
ここで，「産業内貿易」について補足しておこう。
グルーベル＝ロイドは，産業内貿易の程度を計測する次のような指数を提示
した。
1 _ IX1-M1 I Xげ M1
但し， x,:i産業の輸出額
M1: i産業の輸入額
これを用いて計測した先進7ヵ国 (G7)の指数は，平均すると1973年の54.9
％から1985年には61.7%になっている。他方，スペインの指数は46%(但し，
1970年）から62%になった 17)。換言すれば，スペインの貿易パターンは， 1970年
代初めからEC加盟前夜 (1985年）までの短い期間に急速に変化し，先進諸国
並みの「産業内貿易」が展開されるようになったのである。
産業内貿易がとりわけ濃密な一-89年時点で指数が75%を超えている 18)_
分野を，「製造業」を59部門に分類したデータ 19)によって降順に拾いだしてみる
と次のようになる（単位＝％）。
鉛 1次精錬 (96)陶磁器 (92)出版 (89)製紙 (87)塗料 (86)
輸送機械用部品 (86)家具 (85) 自動車 (85)金属製品 (85)
アルミ 1次精錬 (84)金属加工機械 (84)合繊 (83)石鹸 (80)医薬品 (79)
その他の輸送機械 (79)木材 (78)石油精製 (78)繊維 (76),以上
「製造業」をかなり細かく 59部門に分けたなかで， 18もの部門が75%を超える
「産業内貿易」指数を示しているのである。整理すると，
①プラント類（金属製品・金属加工機械）②化学工業（塗料・合繊・石鹸・医
薬品）③輸送機械（自動車•その他輸送機械）④ある種の中間財（輸送機械用
部品・石油精製）⑤1次精錬（鉛，アルミニウム）そして，⑥伝統的な輸出品
（陶磁器・家具・木材・繊維）と⑦その他（出版・製紙）ということになろう。
これらの分野とりわけ①～⑤に共通する特徴は，生産面で「規模の経済」が
発揮されたり，「製品差別化」が指向される点にある。敷術すれば，産業内貿易
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が一般化している部門では，次のような条件が充たされていると考えられる。
イ）規模に関して収穫逓増が期待できる，
ロ）製品差別化をかなり容易に実行できる（以上，生産側）。
ハ）需要側に「差別化された製品」指向が存在する。
1980年代半ば以降「ヨーロッパ統合」を加速させたECを舞台に，これらの条
件はより簡単に充たされるようになった。 92年末に完成した「単一市場」は，
国境のない大規模市場を保障し，そこでは大規模生産による収穫逓増（スケー
ル・メリット）が期待できる。また， 3億5000万からなる豊かな消費者は「他
人が持っていない」個性的でステータス・シンポリックな商品の嗜好を強めて
いる。このような場合，たとえ当事国間に技術面や生産要素面では差異がなく
—したがって伝統的な貿易論では「比較優位」が存在しなく一ーとも，両国
が「合意のうえで分業」すれば，一般に「貿易」をおこなうことができる。同
ー産業内で「棲み分け」れば，産業内の「貿易」も可能である。その際の貿易
利益は，生産側でのスケール・メリットと需要側での差別化製品の消費（消費
の多様化）にともなう満足に基づいている。
2-lc「貿易転換」効果 (EC域外との輸出入について）
話題をもとに戻して「貿易転換」効果を検討しよう。域内において「貿易創
出」効果を生みだしたスペインのEC加盟は，並行して域外との間に「貿易転
換」効果を発生させたものと想定される。関税同盟の結成を契機に，従前は域
外から輸入されていた商品が「共通関税」障壁によって排除され，域内からの
輸入がそれに代替するものと予想されるのである。ここでは，手元のデータに
よって貿易転換効果の検出を試みよう。
同盟外から同盟内への貿易のシフトを調べるには，「共通関税」もしくは関係
各国の関税障壁20)の内と外（域内外）を同時に観察しなければならない。そこで，
表2からまず気づくのは農林水産業（一次産品）の動きである。「スペインのE
C域内への一次産品輸出」は， 1975年から85年の間に約11ポイントもウェート
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を下げたが， 1985年から89年にかけて再び勢いを盛り返した(1.3ポイント増で
2位）。 EC加盟を契機にしてスペインは， EC向けの一次産品輸出を活性化さ
せたのであり， EC側からすれば，新規加盟国スペインからの一次産品を関税
面で優遇し，輸入を増やしたわけである。もし同時に「ECは従来からの域外
一次産品輸入を減らした」ことを示すデータが得られれば， EC側で「貿易転
換」効果が生じたものと主張できる。しかし残念ながら，そのデータは手元に
ない（あるのは「スペインのEC域外からの一次産品輸入」が同じ期間に大幅
に低下したことを示しているにすぎない）。そこで控えめに，次のような推論に
とどめておこう。「先発国グループECと後発国スペインの間に成立したEC加
盟を契機に，前者は後者からの一次産品輸入を再活性化した」と。
次にスペイン側からみた貿易転換効果を，付表2から探り出してみよう。こ
の表で， 1985年から89年にかけて「域内輸入率」の上昇と「域外輸入率」の低
下が同時に発生している産業では，「貿易転換」現象が生じたと判断できるだろ
う。うえの 2条件を満たしているのは， 25部門中①農林水産業②非金属鉱業③
他の製造業④卸売・小売・修理⑤補助輸送業だけである。このなかで1%ポイ
ント以下の微小な増減しか記録されなかった④と⑤を無視すれば，「EC加盟を
契機にスペインでは，農林水産業，非金属鉱業，他の製造業の 3部門で貿易転
換効果が生じた」と結論できるだろう。「他の製造業」についてのコメントは差
し控えるが，農林水産業と非金属鉱業は明らかな共通項をもっている。いずれ
も「一次産品」にほかならない。要するに「EC加盟を契機にスペインは，一
次産品について貿易転換効果を経験した」わけである。スペインからの一次産
品輸入を再活性化したEC側にも，同じ効果が生じていたものと推論できよう。
かくて「EC加盟は， EC側とスペイン側の双方に，一次産品にかんして貿易
転換効果をもたらした」と判断できるだろう。
2-2a 貿易パターンの変化と外国資本
われわれはこれまでに，次のことを確認した。
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イ） 1985年時点でスペインは，すでに「中進国」段階を卒業していた。
ロ）別言すれば，スペインの産業構造はすでに「ヨーロッパ化」していた。
ハ）それゆえ同国の対EC主要輸出入品目にも， EC加盟の前後でほとんど変
化が認められない（表2)。つまりスペインはEC加盟（制度上の統合）に先駆
けて，垂直貿易から水平貿易段階への移行（経済的な統合）を完了していた。
二）そして，輸送機械，化学製品，鉄鋼・非鉄金属といった主要輸出品以外に，
電気機械，一般機械，ゴム・プラスチィックについても，スペイン ・EC間に
「産業内貿易」が展開されてきた（グループSとEのリスト）。
ホ）なお，貿易相手国をECに限定しなければ， 81ページに掲げた①～⑦の18
部門を中心に産業内貿易が行われていると言えるだろう。
ここでは，こうした産業構造と貿易パターンの変化をもたらしつつ，新たな
比較優位や競争力をスペイン経済に移植した外国資本について検討しよう。
スペイン経済の「高度成長」あるいは「ヨーロッパ化」を考察する際に，外
国資本の存在を無視することはできない。従前の「アウタルキー・統制経済」
から180度の政策転換をおこなって，二重の経済自由化＝対外開放政策と市場経
済システムの採用がすすめられたのは1959年であった。この時点からすでに，
貯蓄能力が低く資本不足のスペインにとって，外国資本は必要不可欠な要素だ
った。そこで「安定化計画」発表 (1959年7月21日）の直後（同27日）に，外
資導入の自由化が政令で定められた。出資比率50%以下の直接投資は一国防，
公共情報・公共サービスおよび特別法の規制対象である鉱業，銀行，炭化水素
（燃料）などの業種を除き—自動承認された。但し， 50%超の直接投資は，
閣議の事前承認を必要とした21)。同様に，証券投資や不動産投資も漸次，自由化
された。「民族資本」を保護する意図など，最初から当局の念頭になかったもの
と思われる。その積極的な理由は，外資が果たす役割ー一国内貯蓄不足を補う
だけでなく，国際収支赤字を補填し，さらに外国で開発された新技術までもた
らしてくれる点—に求められる。また，消極的には次のようにも考えられる。
金融・産業プルジョアジーと呼べるものは，当時のスペインに「200-300家族」
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しかいなかった状況では，それの保護育成など問題外だった，と。ともあれ，
スペインは， 1992年に資本移動が「完全自由化」されるまで，段階的に外資に
たいして門戸を開放してきた。その結果，スペインに流入した外国資本は， 1966
年のグロスで390億ペセタ (GDPの3%相当）から1990年には10兆ペセタ (20%
相当）に急増している22)。つぎに，直接投資を中心に詳しく考察しよう。
2-2b 外国からの直接投資
外国からの投資は大別すると，直接投資・証券投資・不動産投資に分かれる。
直接投資は，被投資国における企業の新設・拡張や，経営権を目的とした既存
企業の買収のために行われる。スペインヘの直接投資は，この四半世紀のあい
だ変動しながら伸びてきたが，平均すれば外国投資総額の44%を占めている。
直接投資の最も重要な特徴は，当該国の総資本形成の一部を構成する点にある
が，スペインの場合，そのウェートは1981年の 4%から90年には 9%に高まっ
た23)。一国の資本形成を左右するこうした直接投資は，おもに技術変化（移転）
をつうじて比較優位あるいは貿易パターンに影響を与える。
1985年以前すでに貿易パターンは，天然資源（労働力を含む）や原材料依存
型から技術や生産要因（とくに規模の経済）依存型に変わっていた。具体的に
は，一部の化学製品・石油精製，鉄鋼・非鉄金属，輸送機械が，表2で見たよ
うに比較優位を獲得していたのである。そのうちで外国資本の存在が際立って
いるのは，輸送機械（自動車），一部の化学製品や非鉄金属の精錬加工である。
これらの部門では，外国資本を中心に資本集約的な技術変化が進展し，貿易パ
ターンが変化した。他方，国家産業公社（公企業）が中核をなす石油精製や鉄
鋼では，外国市場に活路を見出そうとする当該部門の自助努力が実を結んだも
のと考えられる。もちろん，陶磁器や履物のように伝統的比較優位に恵まれた
産業が，時宜に適った展開を遂げて競争力を保持しているケースもある 24)。
ところで，スペイン経済に進出（浸透）した外国資本について，次のような
推計結果が報告されている25)。1990年代初めの工業部門に限って見ると，外国資
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本は，スペインにある全企業の（減価償却分を控除した）純固定資産の
28.8~31.5%を占めている。しかも外国資本は生産単位が大規模なものに集中
しているために，工業部門の最終生産にたいする寄与度は一層高く， 1990年に
36.5%を記録した（ちなみに1981年は10.9%)。
こうした外国資本はもちろん，あらゆる部門に総花的に浸透してきたのでは
なく次のような産業に集中している。
イ）技術水準が高い分野＝事務機器，コンピュータ・精密機器，電気・電子機
械，そして
ロ）技術水準が中位の分野＝化学製品，輸送機械，ゴム・プラスチィック。
いずれの分野においても，外国企業の当該生産シェアは平均すると50%を超
えている。なお，近年，外資が急激に入ってきた分野としては
ハ）技術水準が低い分野＝食料品・飲料，タバコ，が挙げられる。
これらの分野に集中している外資系企業の特徴は，①純民族資本に比べて規
模が大き<,②スペイン経済の平均水準よりも生産性が高い。さらに，③技術
開発面でもより活発であり，スペインにある全企業の研究開発支出の半分以上
(1990年初頭で54%)を占めており，④より高いレベルの資格・技能をもった
スタッフと，⑤より複雑で発展したレベルの経営組織を擁している。
外資系企業と輸出入の関係にかんする調査（但し，データは1970年代前半の
もの）では，これらの企業は相対的に輸入性向が大きく，逆に輸出性向は小さ
いという結果が報告されている。それゆえ外資系企業だけを採り上げた「貿易
収支」は，スペイン経済の平均を上回る赤字を計上することになった。その後
の調査では，輸出性向について民族資本との差異が認められなくなっているが，
依然として輸入依存体質には変化が見られなかった26)。そのうえ，外国資本の純
流入額のほぼ半分は，技術料支払（ロイヤルティー）や資本収益などの形で投
資国に還流している27)点にも留意しなければならない。
輸出入性向のバイアスによる赤字要因を抱えながらも外資系企業は，紛れも
なくスペインの外国貿易で際立った役割を演じている。こうした企業はもとも
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と外国とのコンタクトが濃密で貿易の機会もより大きいと考えられるからであ
る。さらにその大半が大規模な外資系企業は，企業数から予想されるよりも大
きなシェアを生産のみならず貿易においても占めている。最近の調査では，ス
ペインの輸出関連企業全体の24.5%を数えるにすぎない外資系企業が，輸出総
額の63%を占めている28)。つぎに，外国投資の動向について検討しておこう。
2-Zc 外国投資の動向
スペインヘの直接投資国は，時代とともに変化している。 1970年代末までは
EC以外の国々が50%強の投資シェアを占めていたが， 80年代に半減して1989
年には25%程度に落ち込んでいる。逆に， ECからの投資が加盟を契機に急増
して， 1990~91年には67%を占めるまでになった。これに加えて， もとはスペ
インの企業であったが既に外国資本が経営権をもつ「外資系企業」による直接
投資(18.5%)も勘定に入れなければならない29)。直接投資にかんする1994年の
データでは，全体の23.3%を占めるオランダがトップで，以下ドイツ・フラン
ス（ともに12.4%), イギリス・イタリア（同じく5.3%) と続き， EU12カ国
で62.6%に達する（参考までに，合衆国は6.9%で日本は0.9%)30)。
EC加盟以前 (1964~85年）の外国投資の内容についてみると，
イ）不動産投資が重要な位置を占めており，平均で総投資の約30%にのぼった。
これは言うまでもなく，外国の個人や法人による観光目的の土地・建物の購入
と関連している。
ロ）証券投資のウェートは低く，平均で17%程度にとどまった。これは，スペ
インの証券市場がつい最近まで小規模で，外国の投資（貯蓄）家にとって魅力
に欠けるものだった点と関連している。
ハ）直接投資は平均で約44%を占めており類型別ではトップに位置する。スペ
イン企業への経営参加（支配）の大半は，証券取引が未発達だったために株式
市場の枠外でおこなわれた31)0
EC加盟以降，外国投資は様変わりした。不動産投資のウェートは低下し，
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代わりに証券投資が増えたのである。 1982年に外国投資の4%という最低値を
記録した証券投資は， 1987年には68%(ピーク）を占めるまでになった32)。その
背後には，87年以降の金融引締めを反映した10%を優に越える高金利のほかに，
加盟を契機にスペインの証券市場で規制緩和と「国際化」が進んだという事情
が存在する。 92年末の「単一市場」完成にむけて，また89年の欧州通貨制度へ
のペセタの加入をバネにして，スペインの証券市場は国際資本市場との繋がり
を緊密にしたのである。
しかし，こうした証券投資ブームは投機的な不動産投資とともに，スペイン
経済に「バブル」現象をもたらすのに一役買った。例えば，新築住宅の全国平
均価格は， 1985年の平米当たり 4万6100ペセタから90年10月には11万4500ペセ
タに上昇した。大都市での値上がりはさらにひどく，マドリードでは同じ時期
に7万7200ペセタから25万5000ペセタに跳ね上がったと言われている。
EC加盟は，証券投資を喚起しただけでなく直接投資も活性化させた。加盟
と相前後して始まったスペインの景気回復と， 92年末に完成する「単一市場」
を見込んで，民間直接投資は活気づいたのである。企業買収・合併あるいは業
務提携といった形で展開された直接投資は， 1986年の2840億ペセタからビーク
の90年には 1兆0700億ペセタに達した33)。80年代後半に再始動したスペインの
経済成長にたいして，これらの直接投資が寄与したことは言うまでもない。但
し，それらがすべて「生産的」投資 (green-fields)だったわけではない。近年，
直接投資の約55%は非生産的＝投機的だったという指摘もある34)。そしてこん
なに急激かつ大量に押し寄せる外国資本が，一部のスペイン人たちに「この国
は買い取られようとしている」との危惧感を抱かせるにいたったのである。
ともあれ1990年に，外国からの投資はいずれも磐りを見せはじめ，外国投資
ブームに終止符が打たれる。そしてスペイン経済が暗転する92年に，民間部門
への直接投資は前年比で26.5%も減少して7390億ペセタに低下した。
この92年2月には，スペインで資本移動が完全に自由化されたのだが，皮肉
にも証券投資も不動産投資も大幅に落ち込んでいる。他方でスペインの民間企
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業は， 89年に加入したばかりの欧州通貨制度に信頼を寄せ，ペセタ安が発生し
ないものと期待しつつ，より低利の外国市場に貸付資金を求めた。その結果，
外国から借り入れた長期信用は， 1990年の1460億ペセタから92年には9770億ペ
セタに膨れあがったのである 35)0
EC加盟の前後で様変わりしたスペインヘの外国直接投資について，つぎの
ように総括できるだろう。
イ） EC加盟以前とりわけ1960年代と70年代初め（要するに「高度成長」時代）
にスペイン国内市場は，高い関税その他の保護措置にまもられて活況を呈して
いた。この「国内市場」を目指して，関税障壁などを回避する「防御型」の直
接資本が，おもにEC域外から投下された。
ロ） EC加盟後は，依然として比較的安価な労働力に基づく低生産コストと，
最後で最大の「自由化高揚ムード」に誘われて，主としEC域内諸国から直接
投資が殺到した。直接投資の総額は， 1964年~85年の22年間で1兆2239億ペセ
タだったが， 1986年~90年のわずか5年間で3兆5205億ペセタに達した36)。その
際の企業戦略のポイントは，スペインの安価な労働力を用いて，標準化された
製品を大規模生産し，関税障壁がなくなる欧州「単一市場」に輸出するという
ものだったと考えられる。
最後に，スペインからの対外投資についても簡単にみておこう。
スペインで外国投資が解禁されたのは， 1959年にいち速く外資導入に踏み切
ったのとは対照的に，高度成長も終わりに近い1973年のことだった。「スペイン
内戦」中の1938年に制定された「金融犯罪刑事訴訟法」が廃止されたのである。
しかし解禁当初の対外投資は，輸出促進に結びつくものが優先される等，問題
を含んでいた。だがその後，直接投資は1979年に，従前の事前許可制を廃して
「自由化」され，単なる確認（届出）で済むようになった。他方，不動産投資
と不確定利付証券投資は，依然として当局の事前許可が必要とされた。但し，
銀行・貯蓄金庫・保険会社などによる「機関投資」については，当事者の資金
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力に応じて一定枠まで弾力的に運用された37)。さらに， EC加盟を経て対外資本
取引の自由度は高まり，スペインの規準はECのそれに近づくことになる。そ
して仕上げは， 1992年の為替管理の廃止によってなされた。
スペインからの外国投資も，時代によって変容した。
イ） 1973年,.._,gz年まで：投資対象国は，この期間の累積投資額の51%を占める
中南米を筆頭に，合衆国 (19%)EC諸国 (17%) となっている。
ロ） 1983年以降：中南米に代わってEC諸国がトップに躍り出た (91年までの
累積額の45%)。また「タックス・ヘイブン」への投資も増えている 38)。
両期間に共通して多い（約半分を占める）のは，金融・保険などのサービス
業種への投資である。なお，前者の期間に特徴的なのは製造業への投資であり，
後者については金融・流通向け投資であった。各期間に特徴的な投資対象業種
付表 1: EC域内外への輸出入の産業別構成比 （単位：％）
輸出の構成比
産 業 EC域内
1975年 1980年 1985年 1989年
1農林水産業 18.6 7.9 7.8 9.1 
2エネルギー産業 5.1 5.0 10.4 3.5 
3鉄鋼・非鉄金属 5.5 8.0 5.4 5.9 
4非金属鉱業 2.4 2.7 2.1 2.7 
5化学製品 3.6 5 I 6.8 6.5 
6金属製品 3.6 4.2 2.5 2.7 
7一般機械 4.3 4.8 4.3 4.8 
8事務・ 情報機器 0.8 1.2 3 2 2.5 
9霞気機械 3.6 3. I 3.2 4.4 
10輸送機械 7.1 14.4 17.4 23.0 
1食料品・飲料 8.3 4.9 5.9 5.3 
12繊維・衣料・皮革 9.9 8.5 7 .3 5.6 
13製紙・紙製品 2.0 2 2 2.0 2.6 
14ゴム・プラスチック 2.8 2.3 1.9 2.4 
15他の製造業 3.6 3.0 2 3 2 1 
16建 設 0.0 0.0 0.0 0.0 
17卸売・小売・修理 0.8 5.1 3.0 4.3 
18飲食• 宿泊業 0.0 0.0 0 0 0.0 
19内陸輸送業 I 6 1.6 3.3 3. 7 
20淘上・航空輸送業 9.1 8.6 5.6 4.2 
21補助輸送業 2.0 2.8 1.8 1.2 
22通 信 0.4 0.2 0.6 0.1 
23金融・保険 3.2 1.2 0.2 0.6 
24他の営利サーピス 1.2 3.2 2.9 2.8 
25非営利サービス 0.0 0.0 0.0 0.0 
26合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 
出所：良永康平 (1994年） p.8表3
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EC域外
1975年 1980年 1985年 1989年
4.3 3.6 2.2 3.6 
6.5 5.9 7.7 5.8 
7.4 11.4 14.4 7.7 
4,0 4,8 3,5 4,0 
4 9 7.1 8.5 8.6 
4,0 4 8 5,4 3,7 
7 7 5.8 6.0 6.6 
0 6 0 8 1.4 I 4 
3.7 3.3 2 6 3.6 
11.4 6.1 6.2 8.2 
7.7 10.7 9.0 8.5 
10.2 5.5 7 .9 6.9 
3.4 3. 7 2.5 2.5 
2 5 2 I 1.8 3.0 
2 2 I 8 2.2 2.4 
0.3 0,0 0.0 0,0 
0,0 3.2 2.9 2.5 
0.0 0.0 0.0 0.0 
0 3 0 5 I 6 1.8 
12.0 11.3 7 8 10 5 
1.9 2.4 1.6 2 5 
0 3 0.1 0.5 0.2 
3.7 1.8 0.4 1.4 
0.9 3.2 4.0 4.7 
0.0 0.0 0.0 0.0 
100.0 100.0 100.0 100 0 
輸入の構成比
EC域内 EC域外
1975年 1980年 1985年 1989年 1975年 1980年 1985年 1989年
1.7 2.7 21 2.9 14. 7 12 8 9.0 6.5 
2.4 4.2 6.0 2.2 34.2 45.5 47.1 22.6 
10 9 9.3 9.6 7 0 7.3 5.0 4.4 5.0 
2.9 2.9 2.0 1.9 1.5 1.4 1.2 1.4 
18 0 16.3 15.3 1 9 5.0 5.1 5.0 6.1 
3 6 5.6 2.9 3.4 0 8 1.2 0.8 1.3 
20.7 14.1 12.5 13 3 6.3 3. I 3.4 6.6 
5 I 5.2 7.8 5.3 3.1 2.9 4.6 7 8 
9.2 9.0 7.3 8.7 2 8 3.8 4 0 8. 7 
5.8 10.3 12.8 19.1 1.8 2.7 2.4 8.5 
4.4 5.8 4.5 6.1 7.8 34 50 7.5 
3.4 2 6 2.8 4.4 2.8 18 26 4.1 
1.7 2.0 1 9 4.4 2.4 1.6 1.7 2.5 
1.0 1.9 1.4 2.7 0.6 0.3 0.3 1.0 
I 9 3.2 I 8 I 7 1.5 2.5 2.3 2.8 
0.2 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0,0 0,0 
1.5 0.5 I 2 I 0 I 8 0.7 0.9 0.9 
0,0 0,0 0,0 0.0 0.0 0 0 0 0 0.0 
0, 7 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 00 00 
0 2 0.4 0.9 0.7 0,6 0 6 0.8 I 3 
1.2 1.0 1.5 I 0 1.7 1.4 1.1 1.3 
0.0 0.0 0.2 0.1 0 1 0.1 0.1 0.1 
1.0 0.3 0.3 0.3 1.0 0.4 0.1 0.5 
1.9 2 5 5.3 3. 7 1.8 3.6 3.1 3.4 
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100,0 
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付表2: EC域内外との輸出入率
域内輸出率 域外輸出率 域内輸入率
産 業
1975年 1980年 1985年 1989年 1975年 1980年 1985年 1989年 1975年 1980年 1985年 1989年
1農林水産業 4.5 3.6 6 0 8.9 1.3 I 9 1.6 1.9 0.6 I.I 1.5 3.5 
2エネルギー産業 2.1 2.1 6.3 3.3 3.4 2.9 4.6 3.0 I.I 1.3 2.5 2.2 
3鉄鋼・非鉄金属 3.7 5.7 6.6 11.1 6.3 9.5 17 I 7.7 9.4 5.9 9.6 13.9 
4非金属鉱業 2.8 3.5 5.3 7 .2 6.0 7.5 9 0 5.6 5.0 3.6 4.7 6.1 
5化学製品 2.1 5 3 9.5 12.2 3.8 8.5 II. 7 8.6 13.8 13.2 16.1 20.9 
6金属製品 2.9 4.7 5.2 6.4 4.2 6.3 11.4 4 7 4.5 5.8 5 7 9.4 
7一般機械 7.2 9.1 14.l 17.2 16.4 12.8 19.1 12.6 30 2 19.3 25. 7 33.9 
8事務・情報機器 7 I 14.2 24 8 23.3 7.1 11.7 10.8 6.6 29.2 26.0 28.3 26.4 
9電気機械 4.1 5.2 8 9 13.0 5 4 6.3 7.0 5.6 13 6 11.7 14.5 20.9 
10輸送機械 5.5 12 3 23.8 31. 7 11.4 6.2 8.3 5.9 6.6 8.0 14.2 22.1 
1食料品・飲料 2.2 1.7 3.1 3.6 2.6 4.3 4.7 3.0 1.7 2.0 2.2 4.9 
12繊維・衣料・皮革 4.8 7.3 10.6 11.0 6.3 5.5 1 2 7.2 2.5 2.1 3.7 9.2 
13製紙・紙製品 2.0 3.8 5.9 8.5 4.3 7.4 7.3 4.3 2.5 3.3 4 8 15.9 
14ゴム・プラスチック 4.8 6 7 7.4 10.0 5.5 7.2 6 9 6.6 2.6 5.3 4.9 12. 7 
15他の製造業 3.7 5.0 7.4 7.5 2.9 3.5 6.8 4.4 3.0 4.8 4. 7 6.8 
16建 設 0.0 0.0 0,0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0 0 0.0 
17卸売・小売・修理 0.2 1.6 1.9 2.1 0.0 1.1 2.0 1.1 0.6 0.3 0 5 0.6 
18飲食・宿泊業 0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 
19内陸輸送業 1.2 1.9 5 9 7 8 0 3 0 7 2.8 I 9 0.9 0.0 0.0 0.0 
20海上・航空輸送業 16.4 25.0 27.1 25.7 27.9 38.2 37.4 33.7 07 1.7 4.0 5.2 
21補助輸送業 9.1 12.6 1 8 8 6 10.9 12 9 10.3 9.6 6.9 6.3 8.1 8,4 
22通 信 1.3 0.6 2.9 0.4 1.3 0.5 2. I 0.6 0 0 0.2 0. 7 0 4 
23金融・ 保険 6.3 0.9 0 3 0 6 9.4 I 6 0.5 0. 7 2 9 0.5 0.3 0.4 
24他の営利サービス 0.3 0.9 I 2 1.3 0.3 I.I 1.6 I.I 0.9 1.4 2.1 2.1 
2碑営利サービス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
26合 計 2.4 3.0 4.7 5.2 3.0 3.5 4.6 2.8 3.5 2.9 4.1 6.0 
出所：良永康平 (1994年） p.12表5
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（単位：％）
域外輸入率
1975年 1980年 1985年 1989年
9.0 11.7 9.3 6.0 
27.8 30.6 29 I 17.3 
10.9 7.1 6.7 7.7 
4.6 4.1 4.3 3.5 
6.7 9.4 7.9 8.5 
1.8 2.8 2.2 2.8 
16.0 9. 7 10.5 12 9 
30.6 33.1 25.2 29.5 
7.1 11.3 12.2 16.2 
3.6 4.6 4.1 7.6 
5 3 2.6 3.7 4.6 
3.6 3.3 5.2 6.6 
6.1 5.7 6.5 7.0 
2.6 1.9 1.8 3.7 
4.2 8.3 9.4 8.3 
0.0 0.0 0.0 0.0 
1.3 0.5 0.7 0.4 
0.0 0.0 0.0 0.0 
0.3 0.2 0.0 0 0 
2.7 4.0 5.1 7.0 
16.7 12.7 9.1 8 1 
1.3 0.4 0.8 0,4 
5.1 0.8 0.2 0.6 
1.5 2.3 1.8 1.5 
0.0 0.0 0.0 0.0 
6.1 6.4 6.2 4.6 
がこのように変化した理由は，当然ながら投資対象国の推移と関連している。
1982年までの期間に過半の対外投資がおこなわれた中南米は，スペインより
も経済発展が遅れており，したがってある種の「製造業」でスペインは技術的
優位を発揮できたものと考えられる。他方1983年以降，主たる投資対象となっ
たEC市場では，加盟後急増することになる輸出をサポートできる「金融・流
通サービス」に対外投資のウェートが移ったと考えられる。
なお，スペインからの対外投資の総額は， 1964年~85年の22年間で累積5521
億ペセタにすぎなかった (1972年以前にも，禁制のはずの対外投資がわずかな
がら記録されている）が， 86年以降のたった 5年間で1兆9863億ペセタに急増
している39)。そして1990年段階で対外投資は，GDPの0.7%を占めるまでになっ
た。ここからも，スペイン経済の「ヨーロッパ化」を読みとることができる。
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付記：本稿は， 95年度本学「研修員」として研究助成をうけた，その成果の一部である。
注
1)ただし「自由化」は経済面に限られ，しかも「ギルド的・翼賛的」資本主義の枠内で進め
られたにすぎない。この点については楠 貞義『スペインの現代経済』（勁草書房， 1994年）
のとくに第1章を参照されたい。
2)詳しい説明は，楠 (1994年）の第2章を参照せよ。
3)なお，狭義のアウタルキー時代は1939年~51年であったと考えられる。
Ramon Tamames, La Republica. La era de Franco (Alianza Editorial, 1986) pp.219~224 
参照
4) Jose Antonio Alonso, "El sector exterior" en Espaガa,economia(edicion aumentada y 
actualizada) dirigido por J. L. Garcia Delgado, Espasa Calpe, 1993a, p.387 
5)戸門一衛『スペインの実験』（朝日新聞社， 1994年）， p.72
6) Alonso (1993a), p.399 
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